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米国 欧州 中国・アジア・その他 日本

1日:4月ISM製造業景況指数

5日:3月貿易収支、4月ISM非製造業

景況指数

8日:4月雇用統計

5日:ユーロ圏3月生産者物価指数

(PPI)

6日:ユーロ圏3月小売売上高

7日:イングランド銀行金融政策決定

会合、ドイツ3月鉱工業生産

8日:ドイツ3月貿易収支

4日:中国4月財新製造業PMI

5日:豪州金融政策決定会合、インドネシ

ア1-3月期GDP

6日:ブラジル金融政策決定会合、豪州3

月小売売上高、中国4月財新サービス業

PMI

7日:中国4月貿易収支、中国4月外貨準

備高、フィリピン1-3月期GDP

8日:ブラジル4月インフレ率(IPCA)

6日:現在の緊急事態宣言の期日

7日:4月東京オフィス空室率

8日:3月家計調査、3月毎月勤労統

計

12日:4月消費者物価指数(CPI)

15日:4月小売売上高、4月鉱工業生

産、5月NY連銀製造業景気指数、5月

ミシガン大学消費者センチメント指数

19日:4月住宅着工件数

13日:英国1-3月期GDP、ユーロ圏

3月鉱工業生産

15日:ドイツ1-3月期GDP、ユーロ圏

3月貿易収支

20日:ユーロ圏5月消費者信頼感指

数

12日:中国4月PPI・CPI

14日:メキシコ金融政策決定会合

15日:中国4月鉱工業生産・小売売上

高・固定資産投資

18日:中国4月70都市住宅価格指数、

タイ1-3月期GDP

19日:インドネシア金融政策決定会合

20日:タイ金融政策決定会合

12日:3月景気先行・一致CI指数

13日:3月国際収支、4月景気ウオッ

チャー

18日:1-3月期GDP、4月全国百貨

店売上高

20日:3月機械受注、4月首都圏マン

ション発売戸数、4月コンビニエンスストア

売上高、4月スーパーマーケット売上高

21日:4月景気先行指数、5月製造業

購買担当者景気指数(PMI)

26日:4月新築住宅販売件数、3月

S&Pコアロジック・ケースシラー住宅価格

指数、5月消費者信頼感指数

28日:4月耐久財受注

29日:4月個人所得、個人支出

(PCE)、PCEデフレーター

22日:ユーロ圏5月PMI

25日:ドイツ5月IFO企業景況感指数

27日:ドイツ4月小売売上高

28日:ユーロ圏5月景況感指数

29日:ユーロ圏5月CPI

21日:トルコ金融政策決定会合、南アフリ

カ金融政策決定会合

29日:インド1-3月期GDP

31日:中国5月製造業・非製造業PMI

21日:4月貿易収支

22日:4月全国CPI

26日:3月全産業活動指数

29日:4月失業率、4月小売業販売

額、4月鉱工業生産、4月住宅着工件

数

（注）2020年4月23日現在。日付は現地時間。　（出所）各種報道等より三井住友DSアセットマネジメント作成

【各国・地域の経済指標、金融政策決定会合等イベントの予定（2020年5月）】

2020年4月20日 中国のGDP成長率は初のマイナス
2020年4月14日 米国株式市場～成長期待への信認は回復過程へ

2020年4月24日

 世界的な新型コロナ感染拡大は中国をはじめ米国やドイツでは鈍化してきており、これらの国々では大規模

なロックダウン（都市封鎖）によって止まっていた経済活動の再開が模索されています。第2波（感染の再

拡大）も懸念されるため、ワクチンが開発され新型コロナ終息が見通せるまでは、感染拡大のコントロールと

行動制限の緩和の微妙な舵取りが必要です。英豪や新興国各国では金融政策決定会合が予定されてい

ますが、感染拡大の影響で景気が冷え込んでいるため、緩和的な金融政策が継続されるとみられます。

 新型コロナによる経済停滞で原油需要が大幅に減少し原油価格の下落が続いています。石油輸出国機構

（OPEC）などの主要産油国は原油生産の1割という歴史的な減産を行うと発表しましたが、4月20日の

原油先物価格は損失覚悟の売りなどから史上初のマイナス価格をつけました。短期的な需要回復が見込ま

れない中、主要産油国は一段の減産で歩み寄るとみられ、今後の協議の行方に注意が必要です。

 日本では新型コロナ感染拡大が続いており鈍化の兆しはまだみられません。外出自粛が要請されていますが、

接触機会の8割削減の目標は十分には達成されておらず、5月6日が期限の緊急事態宣言は延長が取り

ざたされています。経済への影響も懸念され、今後の政府の対策が注目されます。

各国は新型コロナ感染防止策と経済対策のバランス調整へ
2020年5月の注目イベント

https://www.smam-jp.com/market/report/marketreport/china/news200420ch.html
https://www.smam-jp.com/market/report/marketreport/usa/news200414us.html

